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要 旨
　世界で最も高齢化が進むわが国の成年後見制度利用率は低迷している．その理由が制度利用の不必要
にあれば問題ないが，制度不信から利用すべき人達が利用していないという現実がそこにある．後見報
酬・専門家後見人・本人財産の凍結などが制度を利用したくない理由として考えられ，本人財産の凍結
については金融庁もその対策を検討している．成年後見制度を所管する厚生労働省は利用低迷の改善に
積極的に取り組んでいるが，民は制度構築を待たずスピーディーな対応を既に行っている．その一つが
財産管理制度である信託制度の活用であり，成年後見制度の代替制度としての信託，家族信託と言われ
る他益型信託の利用が進んでいる．約100年におよぶわが国信託の歴史は，自益型信託，すなわち金融商
品としての信託にあり，信託銀行を受託者とした強固な信託システムが構築されてきた一方で，他益型
信託は税制上のデメリットなどからあまり利用されてこなかった．このことは信託制度の研究について
も言え，他益型信託の研究が信託法導入当時以来，今また必要とされている状況にある．
　英国のコモンロー（エクイティ）を起源とする信託は，ドイツ民法やフランス民法などの大陸法と相
容れない制度のため，ドイツやフランスはトロイハントやフィデュシーという信託類似制度を利用し，
金融商品的な信託のみ特別法として取り入れるに留めるのに対し，わが国はコモンロー上の信託制度を
導入したため，大陸法を基礎とする民法の特別法として信託法を位置づけた．結果，私法学者は信託と
民法との辻褄あわせに頭を抱えることになった．代理・委任・遺言執行など信託と類似機能を有する制
度は民法にもあり，特に他益型信託は第三者のためにする契約とする意見も多い．信託が，民法上の他
制度で説明できない特別なストラクチャーであるにもかかわらずである．信託を理解するために民法上
の制度で説明することは有益であるが，信託を民法として説明することはできない．信託を利用するこ
とにより民法上の制度で実現できないことが実現できるからこそ，信託制度が存在するのである．信託
と第三者のためにする契約もその一つである．これらは似ているようで異なる．その点を本稿で明らか
にする．
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　 2 　米国
Ⅲ わが国における第三者のためにする契約
Ⅳ 信託と第三者のためにする契約
むすびに代えて
は じ め に
　旧信託法が大正11年に制定されて以降，わが国
における信託制度は，信託の本来的利用形態であ
る他益型信託ではなく，自身の財産を信託として
運用する自益型信託，金融商品としての信託とし
て多用されてきた．しかし近年，わが国が超高齢
社会に入るにつれ，成年後見制度の代替制度とし
ての信託，家族信託と言われる他益型信託が注目・
利用されるようになった．100年近くもの間，金融
商品としての信託が多用されてきたわが国では，
委託者（受益者）保護を目的に，受託者に対する
義務や責任が厳しく課され，金融庁監督下にある
信託銀行が主にその重責を担うとともに，その役
割を十分果たしてきた．そこで新信託法では，受
託者の責務を軽減し，より自由な，更なる信託制
度の発展を目指した改正が行われた．これは，自
益型信託を前提としたものであった．そして，信
託制度に関する研究もこのようなバックグランド
の下，法人との差異を認識しつつ法人と類似制度
を設けるなど，他益型信託より自益型信託の研究
が累積されてきた．
　わが国における民法がドイツ民法やフランス民
法などの大陸法を基礎とするのに対し，信託法は
英国や米国などのコモンローを基礎とする．大陸
法とコモンローは，根源的に相容れない面があり，
そのことが最も顕著に現れるのが信託制度である．
結果，わが国でも信託法は民法と異なる特別法と
して規定が設けられている．しかし，信託制度を
民法上の他の制度で説明しようとする試みは従前
から行われ，他益信託を第三者のためにする契約
とする意見もある1）．信託（他益型信託）が，民
法上の他制度で説明できない特別なストラクチャ
ーであるにもかかわらずである．信託制度は，委
託者が自身の財産を受益者に移転したいが，受益
者がその財産を管理できないため，受託者に当該
財産権の移転とともに，受益者のためにその財産
の管理を行うことを託すことを目的に利用され，
委託者から受益者への財産移転，委託者から受託
者への財産権移転，受益者のための信託財産管理
が信託の重要な要素となる．また自益型信託では，
倒産隔離機能（財産権を受託者へ移転することに
より可能となる）と財産管理機能が重要であるの
に対し，他益型信託では，それらに加え委託者か
ら受益者への財産移転が重要となる．信託法と民
法は錯綜するようにみえるが，そうではない．信
託を理解するために民法上の制度で説明すること
は有益かもしれないが，信託を民法で説明する必
要はない．信託は信託であり，民法上の制度で実
現できないことを信託で実現できるからこそ，信
託制度が存在するのである．信託と第三者のため
にする契約もそのひとつである．これらは似てい
るようで異なる．その点を本稿で明らかにしたい．
　本稿では，まず第三者のためにする契約を理解
するため，わが国民法が手本としたドイツ法にお
ける第三者のためにする契約の内容を確認した
後2），コモンローを採用する英国及び米国におけ
る第三者のためにする契約の内容を確認，その後，
わが国における第三者のためにする契約の内容を
確認した上で，信託と第三者のためにする契約の
差異につき，筆者の見解を述べる．なお本稿では，
原則，他益型信託を対象とし，又諸国において表
現が異なるが混乱を避けるため，第三者のために
する契約と統一する．
Ⅰ Versprechen der Leistung an einen Dritten
（第三者に対する給付の約束）
　契約当事者でない第三者が契約により権利を取
得することを認めないローマ法の下では，直接代
理や第三者のためにする契約は排斥されていた3）．
しかし，その後の経済活動の発展に伴う社会的ニ
ーズから，ドイツでは生命保険契約・終身定期金
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契約はじめ，包括的な第三者の権利取得が認めら
れ る よ う に な っ た4）．ド イ ツ 民 法 で あ る
Bürgerliches Gesetzbuch（以下「BGB」とする．）
は，第328条から335条において，契約当事者でな
い第三者が，同意なく直接請求権を取得する，
Versprechen der Leistung an einen Dritten（第三
者に対する給付の約束，以下「第三者のためにす
る契約」とする．）に関する規定を設け5），契約当
事者以外のものが請求権を直接取得できる正当化
根拠を，権利主体個々人のオートノミーに置く6）．
ドイツにおける第三者のためにする契約は，債権
譲渡7）・授権・指図・第三者のための相続契約と
は異なる8）．また，第三者のためにする契約は代
理とも異なる．代理における本人と第三者のため
にする契約における第三者は，いずれも自身で契
約締結を行わないものの，代理人が本人の名前で
契約し本人が契約当事者になるのに対し，第三者
のためにする契約における第三者は，契約当事者
ではなく単なる利益の享受者にすぎないからであ
る9）．
　債権債務関係は原則，債権者と債務者のような
2 者関係を基礎とし，債権債務はただ直接的な関
係においてのみ生じる（BGB241条）．しかし，原
則があれば例外もある．それがBGB328条であり，
この規定は重要である．なぜなら本条に基づき，
2 者関係の契約で，Versprechder（以下「諾約者
（約束者）」とする．）が Versprechensempfänger
（以下「要約者（受約者）」とする．）以外の第三者
に対し，給付を与えることができるからである．
BGB328条は，①契約により第三者に対し，第三
者が直接的に給付を請求する権利を与えることが
でき，②特別な指示がない場合，状況，特に契約
目的により，第三者が権利を取得するか，第三者
の権利は直ちに若しくは一定の条件の下でのみ発
生するか，そして第三者の同意なく第三者の権利
を消滅若しくは変更する権限を当事者が留保して
いるかを定めるとする．本条は，契約当事者の第
三者に請求権を与えたいという意思を根拠に設け
られており10），契約当事者は本条に基づき，契約
にて撤回権や変更権を留保することができる11）．
第三者が取得する権利は，諾約者に直接請求する
ことができる固有の権利であり12），その取得に第
三者の意思能力は必要とされない13）．つまり，第
三者の入会・同意・その他の協力は，第三者が請
求権を取得するための必要要件ではない14）．ただ
し BGB333条は，第三者が契約により生じた権利
の返還を諾約者に対して示した場合，その権利は
生じなかったものとみなすとし，第三者の拒否権
を認めている．これは，どんな人も自分の意思に
反し，権利を取得させられることはなく，自身の
自由決定により権利を取得することができるとい
う，オートノミーを根拠に，誰の助力を必要とす
ることなく生じた権利の受領を拒絶する権利を第
三者に与える趣旨の規定である15）．拒否権は，第
三者の一方的な形成権であり16），諾約者に対する
拒絶の意思表示により効力が生じ（要約者への意
思表示は不要かつ，それだけでは不十分である），
第三者が諾約者に対する請求権を取得した時点で
消滅する17）．当然，拒絶の意思表示には第三者の
行為能力が必要とされる18）．第三者が拒絶権を行
使した場合，第三者の請求権は最初から生じなか
ったこととなるが19），要約者と諾約者間の
Deckungsverhältnis（以下「補償関係」とする．）
への影響はなく，要約者は新たな受給者や権利関
係を定めることができる20）．
　第三者のためにする契約の目的は，第三者に対
する給付保証や寄与など多面的であり，本契約を
用いることにより契約当事者間給付の短縮も可能と
なる21）．第三者のための契約は，要約者と諾約者
間の契約が基礎となり，当該 2 者関係は補償関係
と言われる22）．第三者のためにする契約は，特別
な契約形態ではなく，補償関係における契約を基
礎とし，それがなければ成立しないものである23）．
また要約者と第三者間の関係は Valutaverhältnis
（以下「対価関係」とする．）と言われ，本関係を
根拠に要約者から第三者に対し請求権が付与さ
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れ24），第 三 者 の た め に す る 契 約 に お け る
Geschäftglundlage（行為基礎）となるが25），本関
係の瑕疵が補償関係に影響を及ぼすことはない26）．
そ し て，諾 約 者 と 第 三 者 間 の 関 係 は
Vollzugsverhältnis27）（以下「給付関係」とする．）と
言われる．本関係には，第三者の請求権に対する
諾約者の債務が存在し，契約と同様の信頼関係を
基礎とするが28），契約ではない29）．第三者が取得
する諾約者に対する請求権は，第三者の行為能力
と関係なく，要約者と諾約者間の関係（補償関係）
を基礎とした契約により独自に生じるものであり，
第三者が諾約者から取得するものではないのであ
る30）．また第三者は要約者からの財産移転なく給
付請求権を取得する31）．
　前述したとおり，第三者のためにする契約は特
別な契約ではなく32），補償関係における基本契約
の付帯条件として，第三者に対し諾約者への請求
権を付与するものである．そのため，売買契約・
賃貸契約・雇用契約・工事契約・贈与契約などの
債務法上の契約で，第三者のためにする契約を設
定することができ，第三者の権利に条件や期限を
付すこと33），取消権や変更権を当事者に留保する
こと34），第三者が取得する請求権を抽象的なもの
として設定することもできる35）．具体的には，弁
護士契約，診療契約，銀行契約，運送契約，警備
契約，労働契約，宿泊契約，倉庫契約，供給契約，
賃貸契約，税理士契約，保険契約，恩給契約，請
負契約，同意契約，鑑定契約などが第三者のため
の契約として設定でき36），Treuhand（以下「トロ
イハント」とする．）契約に基づき，Treugeber（委
託者）が Treuhänder（受託者）に対し，利益管理
のため財産を移転するトロイハント契約も第三者
のための契約として設定することができる37）．ち
なみに，第三者のためにする契約には，真正な契
約と不真正な契約があり，その区別は諾約者と第
三者との関係（対価関係）による．つまり，真正
な契約では，第三者が諾約者に対し直接，給付請
求権を有するのに対し，不真正な契約では，要約
者のみが請求権を有する38）．BGB330条は，生命保
険契約又は終身定期金契約において第三者に対す
る保険金又は終身定期金の支払いを約した場合に
おいて，疑わしいときは，第三者は給付を請求す
る権利を直接に取得するものとする．無償の出捐
の場合において受贈者が第三者に対する給付を負
担したとき，又は財産引受若しくは土地引受の場
合において引受人が補償のために第三者に対する
給付を約束したときも，同様である39）．とし，真
正な契約の存在を推定する規定が設けられている．
なお本稿では，真正な契約を検討の対象とする．
　ドイツにおける第三者のためにする契約で重要
なことは，要約者と諾約者間の契約が基本契約と
なり，その付随条件として第三者に対し給付請求
権が与えられるということである．このことは，
BGB328条，333条だけでなく，BGB334条，335条
からも確認できる．BGB334条は，諾約者は第三
者に対しても契約にかかる抗弁を有するとし，諾
約者に対し第三者への抗弁権を与えている40）．第
三者のためにする契約は，諾約者と要約者間にお
ける契約に基づき，諾約者が要約者の代わりに第
三者に対し給付履行するため，諾約者に対し第三
者への抗弁権が認められるのであり41），要約者と
第三者間における対価関係の瑕疵は本抗弁権に影
響を与えない．つまり，対価関係における契約が
無効であったとしても，諾約者は第三者に対し抗
弁権を行使することができない42）．これに対し，
要約者は第三者に対し第三者のためにする契約上
の抗弁権を有さない．これは，第三者が取得する
請求権は，対価関係により生じたものではないか
らである43）．第三者が取得する請求権は，要約者
が諾約者に対し有する権利とは同一ではない44）．
そして，BGB335条は，要約者は契約で別段の意
思が示されていない限り，第三者が給付請求権を
有する場合においても，第三者への給付を請求す
ることができるとし，第三者のためにする契約に
おける要約者の法律上の地位について定めてい
る45）．要約者は契約当事者であり，第三者が給付
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を受けることにつき利益を有するため，諾約者に
対する請求権を有する46）．
　以上から，ドイツにおける第三者のためにする
契約の特徴として，「要約者と諾約者間における基
本契約に基づき，第三者が諾約者に対し給付を請
求する権利が与えられる．第三者が取得する請求
権は基本契約に付随し生じた権利である．」ことが
挙げられ，この特徴が示された判決として，連邦
通常裁判所1998年 3 月12日判決47），及び連邦通常
裁判所1979年11月 9 日判決48）がある．
1 ．連邦通常裁判所1998年 3 月12日判決
　本事案は次のとおりである．
　原告 X は，元上司である税理士 W の同意の
下，専門担当官として独立して不動産業務を行
っていた．X は W が所有する土地を売却すると
聞き，1994年 3 月，営業法（GEWO）第34条 c
に基づく許可を申請し，仲介に関する届出を行
った．その後，被告 Y が X に対し購入依頼を行
ったため，X は売却依頼を Y へ提示，Y ととも
に物件視察を行い，W と Y との間の契約は直接
X の指図により行われた．1994年11月10日，売
買契約が締結され，Y への土地の移転は公証人
により証明された．そこで X は「不動産売買仲
介手数料は売上税込みで購入金額の 3 ％とな
り，購入者がそれを支払う．手数料は契約締結
時に発生し，1994年12月15日が支払期限である．
そのため，仲介人は契約に基づき支払請求権を
直接，取得する．」との契約に基づき，議論の余
地のない金額67,275DM の手数料及び利息の支
払いを Y に対し直接請求したところ，Y は，契
約締結時，X は W の従業員であったと聞かされ
ており，このような X と W との関係からは仲介
手数料請求権は生じないと支払いを拒絶したた
め，X が Y に対し，仲介手数料等の支払いを求
めた事件である．
　裁判所は，YとWが行った公証人売買契約は，
X に対し仲介手数料請求権を与える旨を定めた
真の第三者のためにする契約に該当するため
（BGB328条 1 項），XはYに対し契約を根拠に独
立した請求権を有する．通常，主たる契約が契
約者と一定の関係にある者の行為により行われ
た場合，仲介を行った者に請求権は発生しない
とされ（非真正な第三者のためにする契約の問
題とされる）49），Xは従前Wの従業員であったも
のの，本契約締結に関してはW とは独立した第
三者の立場として仲介業務を行い，Y に対しそ
の旨を明確に示し，Y は当初から仲介手数料請
求が X の仲介業務に基づくものであることを知
り，契約を締結しているため，X は第三者のた
めにする契約における第三者に該当し，Y に対
する独立した請求権を有するとし，X の主張を
認めた．
　本件は，契約当事者であるWとYの間で締結
された売買契約が真正な第三者のためにする契
約とされ，X の Y に対する直接請求権が認めら
れた事件である．
2 ．連邦通常裁判所1979年11月 9 日判決
　本事案は次のとおりである．
　原告 X の両親は，1960年11月 7 日の公証契約
で彼らの農場を被告Yに売却した．その際，Yは
購入金額から減額するものとして，複数の土地
の譲渡義務を負っていた．当該義務は1949年に
生まれた当時まだ未成年であった X に当該土地
を移転し，登記簿を変更するというものであっ
た．X の両親は付帯条項で，Y に対し，対価の
残額は X への補償と，X へ移転される土地上の
建物建築に使用する義務を負わせていた．しか
し，X の両親による履行遅滞に伴い，Y も X に
対し給付履行を行わなかったため，X は給付請
求権に基づき訴えを提起，Y は履行遅延など X
の両親に対する反対請求権に基づき，留置権を
主張した．地方裁判所はXの主張を棄却したが，
上級地方裁判所は認容，連邦通常裁判所は破
棄，差戻した．その根拠は以下のとおりである．
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　Y は X の両親との1960年11月 7 日の契約を，
第三者である X のための契約として行い，当該
契約に瑕疵はないため，X は本契約に基づき給
付請求権を取得している（BGB328条 1 項）．こ
れに対し，Y は BGB334条に基づく X に対する
契約上の抗弁権を有し，契約違反に基づく全て
の抗弁がこれには含まれる．そして，BGB273
条に基づく留置権が，要約者による履行遅延に
より生じた損害に対する反対給付としての役割
を有する場合，本留置権は BGB334条における
契約の抗弁とみなされる．つまり，本件では，
法的関係に基づく相互の請求権に基づく関係が
存在している．控訴審は，X の請求権は法的扶
養料等を根拠とし，このような場合，Y による
留置権行使は認められないとしたが，X の状況
は土地の贈与により経済上の所得基礎が保護さ
れるものとは異なっており，Y の留置権を排除
することは，基本的な強制手段の断念であり，
利益補償が厳しく侵害されることになる．この
ような基本的見解を勘案すれば，控訴審による
財産扶養の観点からの指摘では，留置権を排除
する根拠は十分ではないとした．
　本件では，X の両親と Y の間で締結された基
礎契約が X のための契約と認定されたものの，
基礎契約における要約者の不履行に対し，諾約
者 Y は抗弁権を行使することができ，それを X
に対する留置権行使により行うことは認められ
ると判断された．
　その他，ドイツにおける第三者のためにする契
約を検討するにあたり，留意すべき制度として，
トロイハントがある．トロイハントは，信託に類
似した代理制度であり，ドイツの信託とも言われ
る．Treuhandgeschäft（以下「トロイハント行為」
とする．）は，ある者 （受託者）に対し，自己の名
において，他人（委託者，Begünstigte（以下「受
益者」とする．））のため行使する権利が付与され，
かつその行使に際し，受託者がこの目的を顧慮し
た一定の態様で拘束される法律行為とされ50），ト
ロイハントはトロイハント行為を基礎とする．具
体的には，委託者がTreuhandvertrag（以下「トロ
イハント契約」とする．）により，その有する財産
を受託者へ移転し，受託者はトロイハント契約で
定められた義務の下，委託者若しくはBegünstigte
（以下「受益者」とする．）のために，当該財産の
管理等を行う．財産の法的所有権者は受託者であ
るが，受託者はトロイハント契約上の義務に拘束
されるため，受託者が有する権利とトロイハント
契約に基づき行使できる権限が異なることとな
る51）．紙幅の関係上，本稿にてトロイハントの詳
細につき述べるのは差し控えるが，トロイハント
は英米法における信託と非常に類似する制度であ
る．ただし，トロイハントは信託と異なり，委託
者と受託者の 2 者間での関係をいい， 3 者間の関
係とはならない．委託者と受託者は，いずれもが
受益者となる場合があり，トロイハントが保証目
的で利用される場合，受託者が受益者となること
が多く，トロイハントが管理目的で利用される場
合，委託者自身が受益者となることが多い52）．そ
してトロイハント契約により，トロイハント財産
が受託者に移転したとしても，信託と同様，トロ
イハント財産は受託者が破産した場合の基本財産
を構成しない53）．さらにトロイハントには
「Unmittelbarkeitsprinzip（以下「直接性の原則」と
する．）」と「代位の禁止」という 2 つの基本原理
があり，これらの原則からも英米法における信託
とは異なる制度となっている．「直接性の原則」と
は，トロイハントの委託者が，ある目的物を自己
の財産から切離し，その目的物を受託者に直接移
転する場合にのみ，この目的物を別除することが
可能なトロイハント財産とすることができるとす
る原則である54）．この原則により，委託者の計算
により受託者が第三者から取得する物は，たとえ
委託者から処分目的で委ねられた資産により生じ
たものであったとしても，トロイハント財産とは
ならないのである55）．また「代位の禁止」とは，
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受託者がトロイハント財産に属する権利に基づい
て，又はトロイハント財産の破壊，毀損もしくは
滅失に対する補償として，もしくはトロイハント
財産の資金を費消した有償の法律行為により取得
する目的物を別除可能なトロイハント財産とする
ことはできないとするものである56）．
　上述したとおり，ドイツにおける第三者のため
にする契約は，要約者と諾約者間における契約を
基礎とする57）．補償関係契約をトロイハント契約
とし，付随条件として第三者に対し請求権を付与
したとしても，英米法における信託受益者が有す
る権限と第三者が取得する請求権は異なるため，
トロイハント契約を利用した第三者のためにする
契約により，英米法の信託と同様の効果を生じさ
せることは出来ないのである．この点は，わが国
における第三者のためにする契約と信託との関係
を検討するに際し，重要な意味を有する．
Ⅱ 英米法における第三者のためにする契約
1 　英国
　英国では，「Doctrin of Consideration（約因の原
則）」及び「Doctrin of Privity（当事者原則）」によ
り，1999年Contracts（Rights of Third Parties） Act 
1999（以下「1999年法」とする．）が施行されるま
で，契約で第三者に受益を与える定めをした場合
における第三者から契約当事者に対する訴権（以
下「第三者のためにする契約」とする．）は認めら
れなかった58）．例えば，1861年Tweddle v. Atkinson
事件59） では，第三者はConsideration（以下「約因」
とする．）を有さないため，契約当事者に対する訴
権を有さないと，第三者訴権は強く否定され，1915
年 Dunlop Pneumatic Tyre Co.Ltd v. Selfridge & 
Co.Ltd 事件では，①約因の不存在，②契約当事者
非該当を理由に第三者訴権は否定されている60）．
しかし，約因に関して言えば，約因の役割を第三
者訴権に対する対価支払にまで拡大することは説
得的ではないし，又訴権の譲渡を受けた第三者に
対し，その者が対価支払を行わなかった理由だけ
で訴権を排除できるかも疑問である．そして，当
事者原則については，堂々巡りのドグマである．
他方，第三者に対し訴権を認めることは，当事者
間契約を撤回・変更不能とし，第三者が契約当事
者の一員になることでもあるため，1999年法は，
第三者に対し，契約の同意を当事者に示すことや，
契約に従うことを求め，第三者も含めたトライア
ングル関係での利益バランスを考慮している61）．
同法は，契約解釈により，例外的に第三者のため
にする契約を認めたものであり，それは契約目的
や状況などを考慮の上，最終的に契約全体を理解
することにより行われる．しかし，その基準は明
確でなく，特に当事者の意思や対象については疑
問も多いとされる62）．
　1999年法第 1 条は，契約書で契約当事者でない
第三者が権利行使できる旨を明示している場合，
若しくは第三者に利益を与えることが契約目的で
ある場合，第三者が自身の権利として履行請求が
でき（ 1 項），第三者は契約当事者と同様の訴権を
有する（ 5 項）とする63）．原則として，受益者を
明確に明示した場合に，第三者のためにする契約
が認められるが（第 1 テスト），契約関係者の意思
が常に必要とされる訳ではなく，契約目的から第
三者に対する受益が推測される場合にも認められ
る（第 2 テスト）64）．同条は，契約当事者（要約者
と諾約者）が，約因には 2 つの意思，第三者が利
益を享受することと第三者が訴権を有することが
含まれていることを示している65）．つまり，契約
当事者は，第三者に利益を与える旨の明示的合意
により，第三者に対し請求権を与えるだけでなく，
明示的合意にて，第三者に対し訴権を与えないこ
ともできる．ただし，契約当事者は第三者の同意
（同意が推測される場合も含む）がない限り，契約
の撤回・変更ができない（ 2 条 1 項）66）．第三者が
取得する権利は，契約当事者である要約者と諾約
者間の契約にて生じるものであるため，諾約者は
第三者からの請求に対し，当該契約にかかる事項
に基づき抗弁でき（ 3 条），第 1 条に基づく第三者
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の請求によっても，契約当事者である要約者が有
する権利に影響を与えない（ 4 条）67）．第三者のた
めにする契約における第三者の権利は，本契約に
付随して生ずるものであり，決して要約者の権利
を奪うものではない68）．このように，英国では，
1999年法により第三者のためにする契約が認めら
れたものの，本法施行後も当事者原則69）の適用を
受けるケースは多く，その回避方法として，直接
契約関係ルート（第三者を契約の当事者とするた
め，別途契約を締結する）と不法行為義務の取消
ルート（過失責任が生じた場合の保証条項を契約
に加える）などが利用されている70）．
　信託と第三者のためにする契約との関係につい
て，信託発祥地である英国では，信託は第三者の
ためにする契約，契約とは異なる equitable 
fiduciary obligation（エクイティ上の信認義務）と
され，その成立に約因は必要とされない71）．契約
内容を信託と解することにより，第三者が請求権
を取得することができるため，かつて裁判所は第
三者のための契約を信託として解決しようとした
こ と も あ っ た が（Les Affreteurs Reunis SA v. 
Leopold Walfold Ltd事件72）），信託と第三者のため
にする契約は，成立要件だけなく法律効果も異な
る（第三者に請求権が生じるのは同じであるが，
第三者のためにする契約において要約者の権利が
存置されるのに対し，信託では委託者の権利は存
置されない）73）制度である．なぜなら信託は，諾約
者である T が受託者となり，信認義務に基づき受
益者である B に対し分配を行うものであり，委託
者であるSが有する財産権移転により設定される．
つまり信託は，財産権の移転を伴う人的関係に基
づき，受益者に対し訴権を与えるものであり，受
益者は他者の契約ではなく，自身のための信託設
定によりエクイティ上の利益に基づく権利を取得
するのである74）．また信託には，委託者による信
託設定意思が必要であり，第三者のためにする契
約とは，その他，以下の点で異なる75）．
⑴ 　信託は資産（金銭・不動産など）の移転に
利用されるのに対し，第三者のためにする契
約は資産以外の場合にも利用されること
⑵ 　信託は信託である旨の明示が必要となるが，
第三者のためにする契約では第三者に対する
受益の意図で足りること
⑶ 　他者の利益のための自己信託は認められる
が，自己契約は認められないこと
⑷ 　遺言信託のように受託者の同意なく信託設
定することは可能だが，契約には当事者間の
同意が必要であること
⑸ 　委託者は信託設定後に信託にかかる権利を
有さないが，要約者は契約締結後も契約当事
者として権利を有すること
⑹ 　信託は委託者・受託者の死亡や意思能力喪
失により終了しないが，契約は契約当事者の
死亡や意思能力喪失により消滅する場合があ
ること
⑺ 　信託では受益者による終了や変更が認めら
れるが，第三者のためにする契約では契約関
係者全員の同意が必要であること
　以上より，1999年法により認められた第三者の
ためにする契約と信託は，前者が要約者と諾約者
を契約当事者とする主たる契約の付随条件として
第三者に対し請求権を付与する条件付契約である
のに対し，後者は受益者に対する利益供与を主た
る目的として，受託者に対し信認義務を課す，委
託者による財産移転行為と理解することができる．
2 　米国
　英国のコモンローを継受する米国も，当初，英
国と同様に「約因の原則」及び「当事者の原則」
から，契約当事者でない者に対し訴権を認めるこ
と は で き な い と し，Third－Party Beneficiary 
Status（以下「第三者のためにする契約」とする．）
を認めていなかった．しかし，19世紀後半より制
限的ではあるものの第三者の権利が認められるよ
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うになり76），今日，裁判所は「strangers to the 
contract have no rights under it（契約に無関係な
者は権利を有さない）」とし，第三者のためにする
契約を認めている．これまでの伝統的見解は，厳
格かつ非流動的過ぎたのである77）．変化の兆しは，
第三者債権者に対する訴権を認めた Lawrence v. 
Fox 事件78）において既にみられた．本件は，原告
X からお金を借りた債務者 H が，返済を X にする
約束で被告 Y に対しお金を貸し付け，X が Y に対
し返済請求を行ったところ，Y が X は契約当事者
ではなく約因も存在しないとし提訴した事件であ
る．裁判所は，YはHに対し，Hから受けた約因79）
に代わり，H の X に対する債務を返済する約束を
しているため，X の Y に対する返済請求は認めら
れるとの判断を示した80）．その後，Restatement of 
Contracts First（以下「第 1 次リステイトメント契
約法」とする．）起草時には，上述した Lawrence 
v. Fox 事件を更に拡大解釈し，第三者受贈者に対
する訴権を認めた Seaver v. Ranson 事件81）の影響
を受け，第三者を「Donee Beneficiary（以下「受
贈受益者」とする．）82）」と「Creditor Beneficiary
（以下「債権受益者」）83）」に区分し，第三者のため
にする契約に関する規定を第133章に設けた．なぜ
なら，第三者のためにする契約は，合理的かつ正
当な概念であったからである．しかし，第三者の
ためにする契約を従来の慣習・形式・契約概念と
一致させることは非常に困難であった84）．当初，
受贈受益者の利益は，エクイティ上の信託におけ
る「Close Relationship Doctrine（近親者の原則）」
を適用することにより認められていたが，本原則
は第三者が要約者の近親者（配偶者，両親，子な
ど）の場合にしか適用できないため，代替的にThe 
Public Policy Theory（公序原則）を広く適用する
ことにより，受益者利益の保護が図られていた85）．
その後，受贈受益者のみならず，債権受益者の保
護も図られるようになり，理論を超えた実務的実
用性から第三者のための利益が認められるように
なった86）．
　第 1 次リステイトメント契約法の下では，受贈
受益者と債権受益者という 2 区分の適用が厳格に
行われたが，区分が曖昧であることなどから87），
Restatement of Contracts Second（以下「第 2 次リ
ステイトメント契約法」とする．）では，より実務
的かつ幅広く，第三者のためにする契約が認めら
れるようになった．また第 1 次リステイトメント
契約法では，契約締結後の当事者間による契約変
更は認められなかったが，第 2 次リステイトメン
ト契約法では，当初契約に変更に関する定めがな
い場合，契約当事者間でいつでも契約変更を行う
ことが認められた88）．反対に，契約当事者が第三
者の利益を意図しない場合には，たとえ契約行為
により第三者が利益を享受したとしても，第三者
に契約に基づく権利は認められず，第三者は
Incidental Beneficiary（以下「偶発的受益者」とす
る．）となり89），契約上，第三者に対する利益供与
が明確に明示されている場合にのみ，第三者は当
該受益の権利者となることが明確にされた90）．
　第 2 次リステイトメント契約法は，第三者のた
めにする契約における第三者（受益者）を Intended 
Beneficiary（以下「意図的受益者」とする．）と偶
発的受益者に分け，意図的受益者にのみ契約上の
権利を認めている91）．第 2 次リステイトメント契
約法は，要約者と諾約者間における約束の効力に
より，権利を取得する者を意図的受益者，意図的
受益者でない者を偶発的受益者とし（302条），意
図的受益者には，要約者が受益者に対し債務を有
する場合（債権受益者），若しくは要約者が単に受
益者に対し利益を与えたい場合（受益受益者）が
あり，本契約により意図的受益者は，諾約者に対
する義務履行請求権を取得する一方，偶発的受益
者は要約者若しくは諾約者のいずれに対する権利
も取得しないとする（315条）92）．第三者のために
する契約に書式や捺印は不要であり，条件を付す
こともできる（303条，306条）93）．第三者のために
する契約の成立に，意図的受益者の同意は必要と
されず94），本契約により意図的受益者は，諾約者
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に対する義務履行請求権を取得するとともに（304
条，306条）95），意図的受益者は，本権利の取得を
拒絶することもでき，意図的受益者が本権利を取
得した後は，通常の契約と同様，意図的受益者に
よる同意等がなければ，本権利を変更・消滅させ
ることはできない（306条，311条）96）．また第三者
のためにする契約は，諾約者が意図的受益者に対
し，要約者に対して約した義務と同様の義務を負
っている場合にも成立し，その範囲は，諾約者が
要約者に対し約する義務の全部又は一部となる
（305条）．そして，意図的受益者が取得する権利
は，要約者と諾約者間における契約に基づき発生
するため97），意図的受益者が諾約者に対し有する
権利は，要約者が諾約者に対し有するEquities（権
利）と Defenses（抗弁）と同様であり98），以下の
とおりである（309条）99）．
⑴ 　要約者と諾約者間の契約で定めない限り，
意図的受益者に義務は生じない．すなわち，
2 者間の契約が無効若しくは履行不能の場合，
意図的受益者の権利は不明確となる．
⑵ 　要 約 者 と 諾 約 者， 2 者 間 の 契 約 が，
Impracticability（実行不可能），Public Policy
（公序違反），Non－Occurrence of Condition
（条件未履行），現在若しくは将来の履行不能
により全部または一部の履行ができなくなっ
た場合，意図的受益者の権利は取消若しくは
修正される．
⑶ 　上記⑴⑵，その他契約で定めた場合や契約
変更の場合を除き，意図的受益者の諾約者に
対する権利は，要約者に対する諾約者の請求
若しくは抗弁，または意図的受益者に対する
要約者の請求若しくは抗弁の対象とならない．
⑷ 　意図的受益者の諾約者に対する権利は，自
身の行為や同意により生じた請求権や抗弁の
対象となる．
　つまり，意図的受益者が取得する請求権は，要
約者と諾約者間の契約に基づき生じ，本契約にか
かる意思能力・約因の欠如，錯誤，詐欺による影
響を受け（312条）100），諾約者はこれを根拠に抗弁
することができる（Oman v. Yates, 70 Wash.2d 
181, 422 P.2d 489（1967）101））102）．受贈受益者の場
合に要約者と同様の抗弁を認める必要があるかに
ついて疑問はあるが，一般的に諾約者は意図的受
益者に対し，要約者の諾約者に対するのと同様の
抗弁を認めている103）．
　第三者のためにする契約では，諾約者と要約者
間の契約に基づき第三者の権利が生じるため，諾
約者と要約者間の契約には約因が必要とされ，諾
約者と要約者間の契約に条件等が付されている場
合，意図的受益者もその拘束を受ける104）．契約法
上，第三者が要約者の提供した約因を基礎に，諾
約者に対し履行請求が行えないことについて合理
的理由がなかったため，意図的受益者は諾約者と
の間に約因や義務の存在がなくとも，要約者の約
因を根拠に履行請求することができるとされた105）．
結果，債権受益者は要約者のみならず諾約者に対
しても，給付を請求することが出来，諾約者は意
図的受益者だけでなく要約者からも請求を受ける
こととなった106）．なお，契約締結時に受益者が特
定されている必要はない107）．
　第三者のためにする契約には，保険契約，建設
契約（労働者，下請業者，資材供給者），公共サー
ビス契約（公共工事，水道，通信108）），消費者契
約，抵当権設定契約，小切手契約などがあるが，
第三者のためにする契約は代理や信託とは異なる．
第三者のためにする契約，代理，信託は，いずれ
も契約当事者が実現したい目的にかかる明確な意
思により設定される．しかし，代理や信託では，
代理人と本人，受託者と受益者の間に，Fiduciary 
Relationship（信認関係）が存在するが，第三者の
ためにする契約における要約者・諾約者と第三者
の間に信認関係は存在しない．また，代理では，
代理人と本人の同意が必要であるのに対し，信託
と第三者のための契約では受益者の同意を必要と
しない109）．第三者のためにする契約は，契約当事
57福田：信託と第三者のためにする契約
者の意思によるため，実際，契約上の文言などを
参考に判断されることが多い110）．上述したとおり
米国では，受贈受益者の利益を保護するため，信
託概念を一部借用していたこともあったが，現在
は，信託と第三者のためにする契約を異なる制度
とする．Restatement of the Law Trusts Third（以
下「第 3 次リステイトメント信託法」とする．）は，
第三者のためにする契約は信託ではないとし（ 5
条（i）111）），差異として①当事者の意思，②約因，
③信認関係を挙げる112）．信託とは，委託者が信託
財産を受託者に移転し，受託者に対し受益者のた
めの信託財産の管理を託す制度であり，設定には
委託者の意思（信託財産を受益者のために管理す
る）が必要とされ113），受益者のために受託者へ財
産移転が行われることが主たる目的となる．第三
者のためにする契約において，第三者の請求権が
本契約に付随するものであるのと大きく異なる．
また信託は契約ではないため，効力発生に約因で
なく信託財産の移転が必要とされ，委託者と受託
者の関係は契約関係ではなく，信認関係が生じる．
信託と第三者のためにする契約の差異は，受託者
が受益者のために信託財産を取得・管理し，そこ
から生じる受益者の収益を受益者に分配するのに
対し，第三者のためにする契約では，諾約者は要
約者から取得した財産に対する反対給付として，
受益者に対する受給を行う点にあり，両者は大き
く異なるのである．
Ⅲ わが国における第三者のためにする契約
　上述したとおり，ローマ法では，“alteri stipulari 
nemo potest（何人も他人のために要約することを
得ない）”という法格言から，第三者のためにする
契約は認められなかったが，実際上の必要性から，
19世紀以降，欧州で徐々に第三者のためにする権
利が認められるようになり114），現在，BGBやCode 
Civil（CC，以下「フランス民法」とする．）では，
第三者のためにする契約を有効とする115）．オート
ノミーが尊重される近代法において，当事者間の
意思で第三者に権利を取得させる契約をすれば，
第三者の権利は認められると考えるのは当然であ
ろう116）．このことは，大陸法を継受したわが国に
おいても，同様である．
　わが国，民法第537条 1 項は「契約により当事者
の一方が第三者に対してある給付をすることを約
したときは，その第三者は，債務者に対して直接
にその給付を請求する権利を有する．」とし，契約
により契約当事者以外の第三者に権利を取得させ
ることを可能とする（相対効の原則の特例）117）．第
三者のためにする契約は，第三者が債務者に対し
契約の利益を享受する意思を表示した時に発生し
（民法537条 3 項），一度発生した第三者の権利は，
当事者によっても変更又は消滅させることはでき
ない（民法538条118））．なお，債務者は第三者に対
し権利を生じさせる基礎となった契約に基づく抗
弁をもって，第三者に対抗することができる（民
法539条）．諸外国の制度と同様，わが国における
第三者のためにする契約も，独立した契約形態の
ひとつではなく，売り手である A と買い手である
B との売買契約代金請求権を A が第三者に与える
場合のように，売買契約その他の契約に条件を付
したひとつの態様であるにすぎない119）．そのため，
裁判実務では，契約当事者の意思解釈に判断基準
の重点を置くものが多い（大審院昭和 2 年 4 月16
日判決，新聞2740号11頁）120）．そして，第三者の
ためにする契約の特徴として，⑴要約者（第三者
に対し権利を与える者）と諾約者（債務者）の間
に補償関係が生じること，⑵要約者と第三者の間
に対価関係が生じること，⑶第三者に権利を取得
させる趣旨であること，⑷契約成立には，第三者
の意思表示が必要とされることなどが挙げられる．
以下，簡単に説明する．
1 　補償関係
　補償関係とは，諾約者の債務負担の原因とな
る法律関係をいう．例えば，要約者 A が諾約者
B に対し不動産を売却し，B が売却代金を A で
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はなく，第三者である C に支払う場合，C に対
し売買代金を支払う原因となった売買契約関係
が補償関係となる．諾約者は，第三者が受益の
意思表示を行わなかった場合においても，補償
関係の基礎となる契約から生じた債務を第三者
に対し履行する義務を有し，履行を怠ったとき
は，債務不履行の責めに応じることとなる（大
審院大正 3 年 4 月22日判決，民録20輯313頁）．
この場合，第三者による契約解除は認められな
いが，第三者の同意があれば要約者は契約を解
除することができるとされる．これに対し，要
約者が債務履行を行わない場合，諾約者は自由
に契約を解除することができ，その結果第三者
の権利は消滅する121）．
2 　対価関係
　対価関係とは要約者と第三者の関係であり，
上記例で言えば，A が受取るべき売買代金を代
わりにCに受領させる関係をいう．対価関係は，
第三者のためにする契約の内容とはされず，瑕
疵があっても第三者のためにする契約に何の影
響も及ぼさない122）．また第三者は権利を受領す
るだけでなく，一定の対価を支払うことや一定
条件の下，権利を付与することも認められてい
る123）．
3 　第三者の権利取得
　第三者のためにする契約で，第三者は権利を
取得する（大審院大正11年 9 月29日判決（民集
1 巻557頁），最高裁昭和32年12月 6 日第二小法
廷判決（民集11巻2078頁），最高裁昭和43年12月
5 日第一小法廷判決（民集22巻2876頁），大審院
昭和 6 年 7 月20日判決（民集10巻561頁），大審
院大正 9 年12月17日判決（新聞1825号22頁），大
審院昭和 5 年10月 2 日判決（民集 9 巻930頁），
大審院大正 5 年 6 月26日判決（民録22輯1268
頁））．これは，要約者から第三者が取得するも
のが権利という意味であり，諾約者からは物権
を取得する場合もある．
4 　第三者の意思表示
　第三者のためにする契約では，契約成立に第
三者の意思表示を必要とする．第三者がその受
益の意思表示を要しないでも，不当な不利益を
こうむることはないため，当然に権利を取得す
るとする意見もあるが，保険や供託のような特
殊な契約を除き，一般に何人もその意思に反し
て利益を強いられるべきではないとの原理を貫
くべきとされる（大審院大正 5 年 7 月 5 日判決，
民録22輯1336頁124））
　以上より，わが国における第三者のためにする
契約の特徴として，①要約者と諾約者間の契約が
主たる契約であり，第三者の権利取得は当該契約
の付随条件であること（条件付契約），②対価関係
における瑕疵は補償関係に影響を及ぼさないこと
（対価関係の効力），③要約者も請求権を有するこ
と（当事者請求権），④諾約者は自己の利益のため
に契約を行うこと（当事者利益），そして⑤第三者
の同意が必要であること（第三者同意）が挙げら
れる．これらの点を考慮の上，以下にて第三者の
ためにする契約と信託との関係につき検討する．
Ⅳ 信託と第三者のためにする契約
　英国で発祥した信託は，委託者が自身の財産の
法的所有権を受託者へ移転するとともに，受託者
に対し，信認義務に基づき受益者のために信託財
産の管理を行うことを託す，一連の法律行為をい
う．信託法第 2 条 1 項は，信託を信託行為により，
特定の者が一定の目的（専らその者の利益を図る
目的を除く．）に従い財産の管理又は処分及びその
他の当該目的の達成のために必要な行為をすべき
ものとし，信託行為として，信託契約，遺言信託，
信託宣言の 3 種類を定め（信託法 2 条 2 項），基本
として契約構成を採っている125）．この点，信託を
契約と捉えない英米法上の取扱いと異なる（「Ⅱ．
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英米法における第三者のためにする契約」参照）．
では，契約で設定される信託は，第三者のために
する契約なのだろうか．結論を先取するならば，
答えは「否」である．その理由は以下のとおりで
ある．
1 　条件付契約
　第三者のためにする契約で最も重要なことは，
要約者と諾約者間の契約が主たる契約となり，
第三者は当該契約に基づき権利を取得する，付
随条件であるということである．そのため，第
三者が権利取得に対する拒否権を行使した場合
でも，契約は有効に成立し，諾約者からの給付
が第三者から要約者若しくは他の第三者になる
だけである．これに対し，信託の最も重要な特
徴は，信託目的が「特定の受益者のために利益
を与えること」であるということであり126），受
益者の特定性を欠く場合，信託は無効となる．
つまり，信託では受益者が受益権を放棄した場
合（信託法99条 1 項），信託は成立しないのであ
る127）．信託では受託者が信託財産の法的所有権
者となり，信認義務を負い信託財産の管理を行
うことから，受託者が主たる契約当事者である
かのようにみえるが（確かに信託の重要な特徴
ではある），信託設定とは委託者が自身の有する
財産を受益者に対し移転することが主たる目的
なのである．
2 　対価関係の効力
　第三者のためにする契約では，対価関係にお
ける瑕疵は補償関係に影響を及ぼさない．これ
は 1 で述べたように，要約者と諾約者間の契約
が主たる契約であるからであり，たとえ要約者
と第三者の間の約束が無効であったとしても，
諾約者は第三者に対する履行義務を負う．これ
に対し，信託は 1 で述べたように「特定の受益
者のために利益を与えること」が信託目的であ
るため，委託者と受益者間関係の効力は信託設
定に及ぶ．
3 　当事者請求権
　 1 で述べたように，第三者のためにする契約
では要約者と諾約者間の契約が主たる契約とな
るため，第三者だけでなく要約者も当然に諾約
者に対する履行請求権を有する．これに対し英
米法上（特に英国）の信託では，委託者が有す
る財産権は信託設定に伴い，コモンロー上の財
産権は受託者に，エクイティ上の財産権は受益
者に移転し，委託者は何の財産権も有しなくな
るため，原則，受託者に対する請求権は有さな
いとされる．しかし，現信託法は契約構成を採
用した結果，委託者に対し，契約当事者として
一定の権限を認めている（信託法145条）128）．
4 　当事者利益
　第三者のためにする契約は，特別な契約形態
ではなく，要約者と諾約者間の契約が主たる契
約となる．例えば，要約者 A が諾約者 B に対し
土地を譲渡し，B はその対価を第三者である C
に支払う契約の場合，A と B の売買契約が主た
る契約となり，この場合，B は自身の利益のた
めに土地を取得し，その対価（見返り）を A で
はなく C に支払う．つまり，諾約者は自己の利
益のために本契約を行っている．これに対し，
受託者は受益者として信託の利益を享受する場
合を除き，何人の名義をもってするかを問わず，
信託の利益を享受することができない（信託法
8 条）．つまり，受託者は自己の利益のために信
託設定を行ってはいないのである．信託設定行
為により，受託者に受益者に対する義務（信託
財産の管理及び分配）が生じるため，信託設定
行為が受託者の債務負担の原因となる法律関係
（＝補償関係）であるかのように見えるかもしれ
ないが，信託設定行為により受託者が受けた利
益の見返りとして，受益者に対し利益が分配さ
れるのではない．委託者が有する財産の法的所
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有権が受託者に移転したとしても，それは独立
財産を創造するために行われる行為であって，
信託財産の移転に伴い，受託者の財産が実質的
に増加することはなく，また受託者が信託報酬
を受領したとしてもそれは，受益者の財産の一
部から支払われているにすぎない．受託者が信
託により利益を享受することは，決して認めら
れていないのである．
5 　第三者同意
　第三者のためにする契約が第三者の意思表示
を必要とするのに対し，信託設定に受益者の意
思表示は必要とされない．これは，第三者のた
めにする契約と信託の相違としてよく論じられ
る点である．
以上より，信託が第三者のためにする契約と異な
る制度であることは明らかであろう．
むすびに代えて
　信託（他益型信託）は，自身の財産を配偶者や
子などに対し，一定期間，分割して移転したい場
合に利用され，委託者が受託者に対し，信託財産
を受益者のために管理する義務を課し信託財産を
受託者に託すことにより設定される，財産継承・
財産管理手法のひとつである．高齢の親が子や孫
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ANDREW BURROWS, A CASEBOOK ON CONTRACT, 509 
（4th ed 2013）.
70） Les Affreteurs Reunis SA v. Leopold Walfold Ltd
（1919） A.C. 801.
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73） UNDERHILL AND HAYTON, supra note 71, at 20.
74） JACK BEATSON, ANDREW BURROWS, JOHN CARTWRIGHT, 
supra note 64, at 679－686.
75） NEIL ANDREWS, supra note 61, at 195 － 198; 
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において，裁判所は，X は債権受益者として意図的
受益者に該当するため，Y に対し義務の履行を請求
する権利を有すると判断した．Hall & Stewart v. SCA 
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79） 債権者が有する債務の弁済は約因となると示され
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い B が愛する甥のために不動産を遺したいという意
思に基づき行われたものであり，近親者間の道徳義
務とは異なり，X の請求権は認められると判断した．
82） 受贈受益者契約とは，要約者（Promisee）の第三
者に対する贈与を根拠に，諾約者（Promisor）が要
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もあった．Boyden v. Hill, 198 Mass. 477 （1908）.
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者に対し支払われることとなっていたことから（谷
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89） 偶発的受益者とは，契約の要約者でも第三者（受
贈受益者，債権受益者）でもなく契約から生じる受
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Williston, Richard A. Lord, supra note 77, at 358－361.
107） Samuel Williston, Richard A. Lord, supra note 77, 
at 215－225.
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規定は公共契約にも適用されるとする（第 2 次リス
テイトメント313条）．AMERICAN LAW INSTITUTE, supra 
note 76, at 472－475.
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448 F. Supp. 475 （W.D.N.C. 1978）; Ross v. Imperial 
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Elec. Power Co. V. Westinghouse Elec. Corp., 418 F. 
supp. 435（S.D.N.Y. 1976）. 
 　第三者のための契約と判断された事件として，以
下の 2 つがある．
 ⑴ 代理店を営む原告Xの夫が自身で加入した保険は，
単純な債権者保険ではなく，投資信託の分割購入
を担保するために加入した保険であり，X は受益
者に該当するため，申込書のコピーを申請する権
限があると判断された事件．Cutler v. Hartford Life 
Inc. Co., 22 N.Y. 2d 245, 292 N.Y.S. 2d 430, 239 
N.E. 2d 361（1968）.
 ⑵ 原告 X が建設会社 S と工事契約を締結，S が被告
Yとサブ工事契約を締結した場合に，Yの欠陥工事
により損害を受けたXが，Yに対し損害賠償請求を
行った事件について，X は債権受益者に該当する
と判断された事件．Gilbert Fin. Corp. V. Steelform 
Contracting Co., 82 Cal. App. 3d 65, 145 Cal. Rptr. 
448（1978）.
111） Sanders v. Citizens National Bank, 585 So.2d 1064, 
1066（1991）.
 　本件は，委託者である原告 X が，被告 Y を受託者
とし受益者のための信託を設定したところ，Y が適
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当な信託業務を行わなかったため，Y に対し信認義
務違反を訴えた事件である．裁判所は，信託は契約
とは異なる制度であり，信託が非撤回の場合，委託
者が受ける利益はないため，委託者が受益者の代理
である場合や一部でも委託者が受ける利益がある場
合などを除き，原則，受託者に対する請求権は認め
られないとして，X の訴えを認めなかった．第三者
に訴権が認められるのは，第三者が利益を受けるこ
とが前提となっており，それは信託・契約いずれも
同様であるが，コモンロー上，信託は契約と異なる
制度であることが明確に述べられている．
112） AMERICAN LAW INSTITUTE, RESTATEMENT OF THE LAW 
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113） Chang v. Redding Bank of Commerce,29 Cal. 
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 　本件は，原告 X がサブコントラクターS に支払う
報酬を，被告 Y の統括コントラクターP の口座に振
込んだ金額を Y が P に対する債権と相殺，P が破産
したことによりSが報酬を受取れなくなったため，X
がYに対し返還請求を行った事件である．裁判所は，
P は X の管理の下で資金を受取り，その資金は P が
自由に使用することはできず，また X との契約で当
該金額は S に対する支払いに充てることが合意され
ていたことから，本件は X を委託者，P を受託者，S
を受益者とする信託に該当するとした．
114） 近世になると，学説判例は第三者のためにする契
約を許容するようになり，ローマ法で例外的に認め
られた事案を慣習法化し，ローマ法の原則を否定す
るに至った．そして19世紀，第三者のためにする契
約は独立の制度にまで高められた（来栖三郎「第三
者のためにする契約」『来栖三郎著作集Ⅱ　契約法　
財産法判例評釈（ 2 ）』141頁（信山社2004）参照）．
 　第三者のためにする契約の法的有効性につき，グ
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者（諾約者）の要約者に対する約束により創造され
る効果として，約束を承諾する第三者の権利が約束
者に移転する．第三者の承諾により約束は撤回不可
となり，約束者は第三者に対し必ず約束を履行しな
ければならなくなる．つまり，第三者は契約当事者
の契約の下で，直ちには権利を取得しないが，承諾
により初めて第三者は権利を取得，当該権利は第三
者と約束者との間の「法の鎖」から発生するとの理
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する契約法理の現代的意義（一）」法協115巻10号86
頁参照）．
115） Rainer Jagmann etc,（Fn.4）, §328 ff, Rn 112－117.
 　ドイツ，フランスのほか，イタリア，オーストリ
ア，スペイン，ポルトガル，オランダ，ベルギー，
ルクセンブルク，ギリシャ，スコットランドでも，
第三者のためにする契約が認められている．The Law 
Commission, supra note 58, at 42.
 　フランス民法は「自分自身のためにする約束又は
他人に為す贈与の一条件である場合にだけ第三者の
ためにする約束を許し，その場合に第三者が受益の
意思を表示した後はその約束を撤回することができ
ない」というように例外的規定とするが（1121条），
ドイツ民法は場合を限定せず，第三者による意思表
示を必要とせず（328条），第三者による放棄を認め
（333条）（来栖三郎・前掲注114，141頁以下参照），
契約当事者の意思により直接に第三者が権利を取得
することを認めた（椿寿夫＝右近健男編・前掲注 8 ，
231頁参照）．
 328条（第三者のためにする契約）
 ⑴ 第三者に対する履行は，第三者が直接履行を要求
できる権利を取得する効力にかかる契約により同
意されねばならない
 ⑵ 特別な規定がない場合，第三者が権利を取得した
か，第三者の権利は即時に生じるか若しくは一定
条件下の場合にのみ生じるか，契約を終了させる
若しくは第三者の承認なくその権利を変更する権
限が関係者のために留保されているかは，状況に
応じ，特に契約目的に基づき推測される．
116） 我妻榮ほか『我妻・有泉コンメンタール民法―総
則・物権・債権―〔第 4 版〕』1021頁（日本評論社
2016）参照．
117） 第三者のためにする契約法理が適用される契約は
「第三者に履行する諾約者の債務を生ずる契約であ
り，しかも，諾約者が負担する債務に関しては，第
三者に対し要約者が有している抗弁の援用が許容さ
れない債務であることが要件とされている」とする
ものもある（古軸隆介「第三者のためにする契約」
遠藤浩ほか監『現代契約法大系　第 1 巻　現代契約
の法理（ 1 ）』125頁（有斐閣1983）参照）．
118） 第三者による受益の意思表示がされれば，第三者
の権利が確定するため，要約者や諾約者は当事者で
あっても，その債権を変更若しくは消滅させたりす
ることはできないが，第三者による意思表示がされ
る前であれば，いつでも要約者と諾約者の契約によ
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り，第三者の権利を変更若しくは消滅させることが
できると解される（我妻榮ほか・前掲注116，1025頁
参照）．
119） 例えば，供託契約は常に第三者に対する契約を包
含するが，履行引受契約は第三者である債権者に直
接債権を取得させる合意がある場合のみ，第三者の
ためにする契約となる（我妻榮ほか・前掲注116，
1022頁参照）．不動産売買契約上，不動産の売買代金
を譲受人が譲渡人かつ金銭消費貸借契約上の賃借人
の代わりに，賃貸人に対し支払うこととした契約が，
債務引受及び第三者のためにする契約のいずれに該
当するかが争われた事案として，大審院昭和11年 7
月 4 日判決（民集15巻1304頁）がある．
120） 新堂明子は，昭和43年以降，裁判所は第三者のた
めにする契約法理について論ずる機会を失ってしま
ったとする（新堂明子「第三者のためにする契約法
理の現代的意義（一）」法協115巻10号93頁参照）．
121） 我妻榮ほか・前掲注116，1025頁参照．
122） 我妻榮ほか・前掲注116，1023頁参照．
123） 我妻榮ほか・前掲注116，1023頁参照．
124） 我妻榮ほか・前掲注116，1024頁参照．
125） 旧信託法下では，生前信託による信託設定行為が
契約であるとの規定は設けられていなかったが，信
託法は第 3 条 1 項 1 号において信託設定行為を契約
と明定した．この点に関し，疑問はあるが，本稿で
は現行法に従い検討を行う．
126） 自益型信託においても，受託者は委託者ではなく
受益者のために財産の管理を行うのであり，他益型
信託と異なるのは，受益者と委託者が同じという点
である．
127） 信託目的を達成することができないため信託が終
了する（信託法163条 1 項）とも考えられるが，受益
者の存在しない信託は無効と捉える方が適当であろ
う．
128） 受託者の信認義務は，委託者ではなく信託目的に
より拘束を受けるのであり，いずれの財産権も有さ
ない委託者が，その財産権に対する拘束力を持ち続
けることは疑問である．
129） 例えば，意思能力の低下した親の自宅を受託者で
ある子が取得し（親が生存中は親が受益者，親の死
亡後は子が受益者），マンションに建替え親を施設に
入れるなどは，信託設定自体が無効であろう．
130） デイヴィッド・ヘイトン著，新井誠監訳，三菱信
託銀行信託研究会訳『信託法の基本原理』 2 頁（頸
草書房1996年）参照．
